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１．計画の基本的事項 

（１）趣旨

行政には、最少の経費で最大の効果を挙げ、市民の求めるサービスを最良の形

で提供することが求められています。 

 本市では、昭和 60 年に「行政改革大綱」、平成８年に「第２次八潮市行政改革

大綱」、平成 18 年に「第３次八潮市行政改革大綱 八潮市行政改革集中改革プ

ラン」、平成 23 年に「第４次八潮市行政改革大綱・実施計画」を策定し、これま

で行政改革を推進してきました。 

現在は、平成 28 年度から令和２年度までを計画期間とした「第５次八潮市行

政改革大綱・実施計画」に基づき、①市民との協働の視点、②公民連携の視点、

③事務事業の見直しの視点、④組織・人材マネジメントの視点、⑤自主・自律的

な財政運営の視点、の５つの視点を踏まえ、経営の観点に立脚した行政運営を推

進するため、64 の取組項目を設定し、行政改革を推進しているところです。 

本大綱の計画期間が今年度をもって終了となることから、令和３年度以降に

おいても、引き続き行政改革に取り組んでいくため、「第５次八潮市行政改革大

綱・実施計画」の成果や課題を検証し、「第６次八潮市行政改革大綱・実施計画」

を策定します。 

これまでの行政改革の取組 

昭和 60 年 行政改革大綱 

平成 18 年 第２次八潮市行政改革大綱 

平成 18 年 第３次八潮市行政改革大綱 八潮市行政改革集中改革プラン 

―都市間競争に勝ち抜き持続可能な行政経営を目指して― 

平成 23 年 第４次八潮市行政改革大綱・実施計画 

～自主・自立性の高い行政経営を目指して～ 

平成 28 年 第５次八潮市行政改革大綱・実施計画 

～行政サービスの向上と健全な財政運営の両立を目指して～ 
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（２）計画期間

 この大綱に基づく取組の期間は、「第５次八潮市総合計画」と連動させ、一体

的な推進を図るため、令和３年度から令和７年度までの５年間とします。 

（３）大綱の基本方針（行政改革の３つの視点）

「第６次行政改革大綱・実施計画」では、限られた資源から最大の効果を発揮

し、スピード感を持って改革を進めるため、３つの新たな視点で集中的・効果的

に行政改革に取り組むこととします。 

第
６
次
八
潮
市
行
政
改
革
大
綱 

① 総合行政の推進

～横断的連携強化・職員の資質向上及び意識改革～

② 持続可能な財政運営の推進

～財政基盤の強化～ 

③ 効率的な行政経営の推進

～行政サービスの効率化・多様な主体との協働～

３つの視点 
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２．第６次八潮市行政改革大綱 

（１）大綱の内容

① 総合行政の推進

～横断的連携強化・職員の資質向上及び意識改革～ 

多様化、複雑化する行政課題に柔軟に対応するため、職員自らがキャリ

アデザインを意識し、自己啓発に取り組み、能力を発揮できる環境の整備

に努めるほか、学習し行動していく組織風土の醸成により、職員の資質向

上と意識改革を推進するとともに、組織の横断的連携強化を推進します。 

○ 意欲と能力の高い人材の確保・育成

○ 定員管理と職員配置の適正化

○ メンタルヘルス対策及びワーク・ライフ・バランスの推進

② 持続可能な財政運営の推進

～財政基盤の強化～ 

 財政の健全化及び効率化を推進するとともに、市税等の収納率の向上

や新たな財源の確保に努めます。 

○ 財政の健全化・効率化

○ 自主財源の確保

○ 受益者負担の適正化

③ 効率的な行政経営の推進

～行政サービスの効率化・多様な主体との協働～ 

行政サービスの効率化を図るため、事務事業の効果を検証するととも

に、民間活力やＡＩ・ＲＰＡの活用を推進します。 

また、多様な市民ニーズや新たな行政課題に的確かつ迅速に対応する 

ため、市民、ＮＰＯ、ボランティア、民間事業者等の多様な主体と市とが

それぞれの立場、役割等を認識し、公共サービスの担い手となるよう協働

を推進します。 

○ 行政サービスの効率化・市民サービスの向上

○ 民間活力やＡＩ・ＲＰＡの活用

○ 市民参画の促進、多様な主体への支援・育成
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（２）行政改革の体系

第６次八潮市行政改革大綱に示した３つの視点に基づき、26 の取組項目を設

定して、実施計画に沿った行政改革を推進していきます。 

（３）推進方法

 ＰＤＣＡサイクルに基づき、実施計画の進行管理や評価を行い、毎年度の評価

結果をホームページや広報紙を通じて公表します。 

Plan 

計画 

Action 

改善 

Check 

評価

Do 

実施 

PDCA サイクル 

第６次八潮市行政改革大綱 

基本方針（３つの視点） 

① 総合行政の推進

② 持続可能な財政運営の推進

③ 効率的な行政経営の推進

～未来を見据えた効率的・効果的な行政運営の確立を目指して～ 

実施計画 

26 の取組項目 
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３．実施計画

大綱１．総合行政の推進
（主）：担当部署内の主管課

№ 整理番号 取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

4 1-4

定員管理と職員配
置の適正化

企画経営課（主）
総務人事課

限られた人的資源で効果的・
効率的な行政運営を推進する
ため、市の特性や業務量等に
応じた定員数の確保及び行政
組織体制の整備を図るととも
に、各部局の事業の優先順位
に応じ、職員を適切に配置す
る。

事業の優先順位や事務量等を把握
し、行政需要に応じた適切な定員管
理を行うとともに、本市の政策課題
に適切に対応できるよう、行政組織
を不断に検証し、効果的かつ効率的
に事務事業を処理し得る組織体制の
整備を行い、職員の能力や経験を踏
まえ適切な職員配置を行う。

「八潮市定員管理
方針」に基づき、
適切な定員管理、
組織体制の整備及
び適切な職員配置
を行う。

5 1-5

職員体制の効果
的・効率的な運用

総務人事課（主）
企画経営課

臨時的な業務等に対応するた
め、限られた職員の中で機動
的な配置を行い、効果的・効
率的な事務処理が行える態勢
を整備する。

臨時的な業務や一時的な事務量の増
大に対応するため、その部署の経験
者が応援に当たるなど、組織横断的
に応援職員の配置を行えるようにす
る。 臨時的業務や一時

的な繁忙期に経験
者の応援を必要と
する部署を把握
し、可能な範囲で
応援態勢を整備す
る。

3 1-3

専門人材の活用 企画経営課
総務人事課

専門性の高い業務の対応力強
化を図る。

市民ニーズが多様化し、専門性が高
くなっていることから、専門人材の
必要性について検討し、活用するこ
とで、対応力強化を図る。

各課とのヒアリン
グにおいて、専門
人材の必要性につ
いて検討し、活用
を図る。

2 1-2

職員の能力や実績
に応じた給与体系
の見直し

総務人事課 職員一人ひとりの能力を最大
限に発揮し、また、勤労意欲
の高揚につながるよう、新た
な給与体系について検討を行
い、見直しを行う。

職員の能力に加え、実績などを加味
する新たな給与体系について検討を
行い、体系の構築を図る。
また、職員の評価における公平性の
担保を図るため、人事評価制度の見
直しについて検討し、新たな昇任制
度の検討を行う。

職員の能力、実績
などを加味する新
たな給与体系につ
いて検討を行い、
適宜、給与体系の
見直しを行う。

取組年度／取組スケジュール／数値目標

1 1-1

「八潮市人材育成
基本方針」に基づ
く効果的な人材育
成の取組

総務人事課 様々な行政課題や複雑化・多
様化する市民ニーズに迅速か
つ的確に対応し、市民と行政
の協働によるまちづくりを推
進するための人材を育成す
る。

「八潮市人材育成基本方針」に基づ
く職員研修等を実施することによ
り、職員の資質を向上させるととも
に、職員一人ひとりの能力や可能性
を最大限に引き出す。 人材育成基本方針

に基づき、研修を
実施し、人材育成
に取り組む。
人材育成基本方針
の見直しを検討す
る。

5



№ 整理番号 取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

メンター制度によ
り、新規採用職員
に対して、仕事の
悩み等について相
談できる体制を構
築する。

メンター制度によ
る相談体制を運用
する。

8 1-8

メンター制度の導
入

総務人事課 働く中で生じる問題、悩み、
不安などについて、組織とし
て対応する仕組みを整えるた
め、新たな体制を構築する。

新規採用職員が仕事の悩み等につい
て気軽に相談できるよう年齢の近い
先輩職員をメンター（指導者・助言
者）として選定する制度（メンター
制度）を導入する。

メンター制度の導
入のための課題整
理、実施に向けた
全体計画の検討を
行う。

7 1-7

リモートワーク環
境の構築

企画経営課（情報
化推進担当）
（主）
総務人事課

リモートワーク環境を構築す
ることにより、在宅勤務及び
サテライト勤務を可能にし、
働き方改革の推進や感染症対
策、災害時等の対応の迅速化
を図る。

リモートワーク環境を構築するた
め、機器や規定の整備を行う。

・リモートワーク
環境の検討
・実証実験の実施

リモートワーク環
境構築・運用開始

リモートワーク推
進

取組年度／取組スケジュール／数値目標

6 1-6

ワーク・ライフ・
バランスの推進

総務人事課（主）
全部署

ワーク・ライフ・バランスを
実現させ、職員が働きがいや
生きがいを持てる職場環境を
目指すことで、職員一人ひと
りの能力を最大限に引き出
し、事務効率の向上及び組織
の活性化を図る。

有給休暇等の取得促進、時間外勤務
命令の事前承認制度やノー残業デー
などの徹底を通じ、職員の働き方に
関する意識改革を図るとともに、職
員一人ひとりの退庁後の時間の有効
利用（自己研鑽、育児、介護、ボラ
ンティア等）を促進する。

有給休暇等の取得
推進及び時間外勤
務命令の事前承認
制度やノー残業
デーなどの徹底に
より時間外勤務の
縮減を図る。
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大綱２．持続可能な財政運営の推進

№ 整理番号 取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

電気使用量の削減目
標値
529,500kwh

電気使用量の削減目
標値
529,500kwh

電気使用量の削減目
標値
529,500kwh

電気使用量の削減目
標値
529,500kwh

電気使用量の削減目
標値
529,500kwh

紙使用量の目標値
17,565,000枚以内

紙使用量の目標値
17,565,000枚以内

紙使用量の目標値
17,565,000枚以内

紙使用量の目標値
17,565,000枚以内

紙使用量の目標値
17,565,000枚以内

ごみ排出量の削減目
標値
10,000kg

ごみ排出量の削減目
標値
10,000kg

ごみ排出量の削減目
標値
10,000kg

ごみ排出量の削減目
標値
10,000kg

ごみ排出量の削減目
標値
10,000kg

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

未利用財産の把
握・可処分財産の
売却を行う。

13 2-5

未利用財産の活用 財政課
アセットマネジメ
ント推進課
道路治水課

市有地のうち未利用で今後に
おいても利用の予定がない普
通財産について改めて整理
し、売却と貸付を行うこと
で、資産の適正管理と財源確
保の向上に努める。

未利用財産の現況を把握し、今後に
おいても利用の予定がない普通財産
の売却・貸付を行う。

市債の新たな発行は、当該年度の公
債費の元金償還額を上回らないよう
努めることとし、市債残高の縮減を
図る。新規発行が当該年度の元金償
還額を上回る場合は、将来的な財政
見通しを検証し、後年度の財政負担
の平準化に努めることとする。

12 2-4

「八潮市環境管理
システム」に基づ
く環境に配慮した
事務事業の推進

環境リサイクル課
（主）
全部署

事務事業における環境負荷の
低減と資源・エネルギーにか
かる経費の削減を図る。

電気・紙等の各使用量の削減とごみ
の排出量の削減効果を継続的に集計
し、取組における成果をまとめる。

【数値目標の設定の考え方】
平成２８年度実績値を基準値として
設定し、５％削減を目標値とする。

　基準値
・電気：10,591,244kwh
・紙　：18,489,975枚
・ごみ：  206,665kg

公共施設マネジメントアクションプ
ランの実行状況を踏まえ、見直しを
行い、リーディングプロジェクトを
推進する。

公共施設マネジメ
ントアクションプ
ランの実行状況を
踏まえ、見直しを
行い、リーディン
グプロジェクト等
を推進する。

11 2-3

アセットマネジメ
ントの推進

アセットマネジメ
ント推進課（主）
関係課

将来にわたって、必要となる
行政サービスを提供できる健
全な行財政基盤を確立するた
め、将来の行政需要と財政予
測を見据え、公共施設で提供
するサービスの量・質・コス
トの面から全体最適を目指
す。

10 2-2

市債発行の抑制 財政課 弾力的な財政運営が持続でき
るよう、世代間の公平性や財
政負担の平準化を踏まえつ
つ、市債発行の抑制に努め、
市債残高の縮減を図る。

取組年度／取組スケジュール／数値目標

将来的な財政見通
しを検証し、後年
度の財政負担の平
準化を図る。

9 2-1

公営企業における
経営改革の推進

区画整理課
下水道課
経営課

区画整理事業、上水道事業及
び下水道事業の経営健全化と
事業の活性化を図る。

「公営企業の経営に当たっての留意
事項について」(平成26年8月29日付
け総務省通知）を踏まえ、経営改革
と経営基盤の強化に取り組む。

経営改革と経営基
盤の強化に向けた
取組を行う。
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№ 整理番号 取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

数値目標
（保育料収納率）

98.32%

数値目標
98.34%

数値目標
98.36%

数値目標
98.38%

数値目標
98.40%

（環境リサイクル課）
滞納者の汲取り停止、戸別訪問等の
強化を図る。

数値目標
（し尿処理手数料

収納率）
99.2%

数値目標
99.2%

数値目標
99.25%

数値目標
99.25%

数値目標
99.3%

（市営住宅課）
継続的に滞納者への個別面談を実施
し、現在の生活状況も含めて話し合
い、作成した滞納改善のための計画
を確実に履行させ、収納率の向上を
図る。

数値目標
（市営住宅使用料

収納率）
99.0%

数値目標
99.0%

数値目標
99.0%

数値目標
99.0%

数値目標
99.0%

（学務課）
滞納者への督促の送付や電話催促等
を行い、督促にあたっては、学校と
連携し、家庭環境の把握に努め、教
育的配慮も行う。また、担当職員の
知識や技術の向上を図る。

数値目標
（給食費収納率）

99.9%

数値目標
99.9%

数値目標
99.9%

数値目標
99.9%

数値目標
99.9%

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

新たな方針に基づ
き、適正な運用を
図る。

16 2-8

使用料・手数料の
適正化

企画経営課（主）
財政課
関係課

受益と負担の公平性の観点か
ら使用料・手数料の見直しを
行い、市民間の公平性と公正
性の確保、受益と負担の適正
化を図る。

施設の維持管理やサービスの提供に
係るコスト変化等を踏まえ、「使用
料・手数料・施設使用料減免基準の
あり方に関する基本方針」の見直し
を行い、新たな方針に基づく適正な
運用を図る。

「使用料・手数
料・施設使用料減
免基準のあり方に
関する基本方針」
の見直しについ
て、調査・検討を
行う。

検討結果に基づ
き、方針の見直し
を行う。

（保育課）
滞納者に対する戸別訪問の実施強化
及び徴収に係る担当職員の知識・技
能向上、保育所や学校との連携強化
などの収納対策の強化を図る。

15 2-7

使用料・手数料等
の収納対策の強化

保育課
環境リサイクル課
市営住宅課
学務課

保育料・し尿処理手数料・市
営住宅使用料・給食費の収納
対策を強化し、歳入確保に努
める。

有料広告の掲載に伴う収入見込額や
事務処理上の課題・問題点の整理を
行い、より多くの広告掲載に向けた
取組を行う。

14 2-6

有料広告の掲載 企画経営課（主）
全部署

有料広告を掲載し、歳入の確
保を図る。

取組年度／取組スケジュール／数値目標

事務処理上の課題
や問題点を整理
し、より多くの広
告掲載に向け、調
査・研究を行う。

有料広告の媒体を
適宜拡充する。
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大綱３．効率的な行政経営の推進

№ 整理番号 取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

キャッシュレス決
済導入に向けた検
討。

キャッシュレス決
済の導入。

（長寿介護課）
介護保険料の支払いに当たり、電子
マネー等によるキャッシュレス決済
を導入する。

キャッシュレス決
済導入に向けた検
討。

キャッシュレス決
済の導入。

（経営課）
水道料金、下水道使用料について
は、更にスマホアプリ決済の種類を
拡充する。クレジットカード決済に
ついては、取扱手数料や情報システ
ムの対応等に要する経費がかかるた
め、事務処理上の課題や問題点を整
理し、費用対効果を勘案の上、導入
を目指す。

スマホアプリ決済
の拡充及びクレ
ジットカード決済
の検討。

クレジットカード
決済の導入。

（企画経営課）
使用料・手数料の支払いにおける、
キャッシュレス決済の導入につい
て、検討・調整を行う。

キャッシュレス決
済の導入について
検討・調整を行
う。

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

文書管理システ
ム・電子決裁シス
テム仮稼働、操作
研修を行う。

文書管理システ
ム・電子決裁シス
テムの本運用を開
始する。

・電子申請の対象
を拡大検討
・コンビニ等の設
置端末からの自動
交付利用促進
・庁舎設置の自動
交付機導入検討

・電子申請の対象
を拡大検討、実施
・コンビニ等の設
置端末からの自動
交付利用促進
・庁舎設置の自動
交付機導入検討

19 3-3

ペーパーレス化の
推進

総務人事課
企画経営課

文書管理システム・電子決裁
システムの導入等により、紙
文書から電子文書に転換する
ことによってペーパーレス化
を促進し、事務の効率化と執
務環境の改善、新庁舎スペー
スの効率的な活用等を図る。

18 3-2

行政手続の簡素化 企画経営課（情報
化推進担当）
（主）
関係課

電子申請等により手続きを簡
素化することで、行政サービ
スの効率化及び市民の利便性
向上を図る。

電子申請の対象を拡大する。また、
各種証明書のコンビニエンスストア
等設置端末からの自動交付利用促進
を図るとともに、庁舎設置の自動交
付機導入について検討を行う。

（企画経営課）
会議で配布する資料を電子化する
「ペーパーレス会議」を推進する。

ペーパーレス会議
を実施するため、
課題等の整理を行
い、運用方針を検
討する。

運用方針の決定。
端末を活用した
ペーパーレス会議
を実施する。

（総務人事課）
令和５年度の新庁舎供用開始に向
け、文書の作成から起案、決裁、施
行、保管・保存及び廃棄までを一体
的に運用できる文書管理システム・
電子決裁システムを導入する

文書管理システ
ム・電子決裁シス
テムの開発事業者
の選定・決定を行
う。

取組年度／取組スケジュール／数値目標

17 3-1

キャッシュレス決
済の導入

国保年金課
長寿介護課
経営課
企画経営課
関係課

キャッシュレス決済の導入に
より、行政サービスの効率化
及び市民の利便性向上を図
る。

（国保年金課）
後期医療保険料の支払いに当たり、
電子マネー等によるキャッシュレス
決済を導入する。
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№ 整理番号 取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

24 3-8

民間活力の導入 企画経営課（主）
関係課

民間委託や指定管理者の活用
等を積極的に推進し、民間事
業者のノウハウを活かした市
民サービスのさらなる向上・
業務の効率化を図る。

関係課会議等を開
催しＧＩＳ導入に
向けた検討を行
う。

関係課会議等を開
催しＧＩＳ導入に
向けた仕様作成。

ＧⅠＳ導入にかか
るプロポーザル実
施、導入準備。

ＧＩＳ運用開始。

23 3-7

電子自治体の推進 企画経営課（情報
化推進担当）
（主）
関係課

市民サービスの向上と行政運
営の効率化・高度化を図るた
め、事務事業の情報化を推進
する。

電子自治体の推進を図るため、各課
の事務事業の情報化を進めるととも
に、各種システムのクラウド化
（サーバーの外部化）を推進する。

民間委託や指定管理者制度の活用等
の民間活力の導入について検討を行
い、積極的に活用することで行政の
スリム化を図る。また、指定管理者
制度を導入している施設について
は、利用者満足度や経費節減効果等
の検証を行い、施設管理・運営に係
る業務プロセスの改善につなげる。

民間活力の導入に
ついて検討し、順
次導入する。

指定管理者業務に
係るモニタリング
を実施し、更なる
サービス向上に努
める。

各課の情報化を進
めるとともに、シ
ステムのクラウド
化を推進する。

22 3-6

ＧＩＳの導入 企画経営課（情報
化推進担当）
（主）
関係課

各課が所有する情報を共通の
地図情報に集約することで、
市民サービスのさらなる向
上・業務の効率化を図る。

集約可能な情報を全庁的に統合化し
たＧＩＳを導入する。

ＧⅠＳ導入に向け
た調査研究を行
う。

21 3-5

マイナンバー制度
の活用

企画経営課（社会
保障・税番号制度
担当）（主）
関係課

マイナンバーを利用して市民
サービスの向上に努める。

｢行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する
法律｣に基づき、個人番号制度を利
用して、担当部局において市独自の
利用方法を検討し活用する。

市独自利用事務の
検討

取組年度／取組スケジュール／数値目標

20 3-4

施設管理業務に係
る契約事務の一元
化

財政課(主)
各施設

施設管理業務に係る契約事務
の一元化などにより、経費削
減と事務の効率化を図る。

市内公共施設における警備委託業務
や電気（PPS）の契約事務につい
て、一括で入札することによる経費
削減や、長期継続契約による事務の
効率化を図る。

施設管理に係る事
務の効率化を図り
ながら、経費の縮
減を図る。
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№ 整理番号 取組項目 担当部署 取組目標 取組内容

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

市民活動推進委員
会の意見等を踏ま
え協働の仕組みに
ついて検討する。

協働の仕組みを周
知し活用を図る。

町会自治会や関係
団体等の活動を支
援し活性化を図
る。

26 3-10

市民との協働のま
ちづくり推進体制
の整備

市民協働推進課
（主）
関係課

市民との協働のまちづくり推
進体制を整備する。

市民が主体的に参画できる協働の仕
組みを整備する。
また、協働の担い手となる町会自治
会や関係団体等の活動を支援し活性
化を図る。

議事録等の自動テ
キスト化導入検討

・議事録等の自動
テキスト化導入
・ＲＰＡ／ＡＩ－
ＯＣＲ導入検討

・議事録等の自動
テキスト化の運用
・ＲＰＡ／ＡＩ－
ＯＣＲ導入

・議事録等の自動
テキスト化の運用
・ＲＰＡ／ＡＩ－
ＯＣＲの運用

取組年度／取組スケジュール／数値目標

25 3-9

ＡＩ・ＲＰＡ等を
活用した業務の効
率化

企画経営課（情報
化推進担当）
（主）
関係課

ＡＩ・ＲＰＡ等のＩＣＴを活
用し、これまで人が行ってい
た作業を自動化することによ
り、業務の効率化を図る。

議事録等を自動テキスト化するＡＩ
音声認識、手書き文書の読み取り及
びシステム入力を自動化するＲＰＡ
／ＡＩ－ＯＣＲを導入する。
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【参考資料】 

第６次八潮市行政改革大綱・実施計画策定の経緯 

年 月 日 会議等 取組内容 

令和２年７月２日 庁議 
○第６次八潮市行政改革大綱・実施計画の

策定について

令和２年７月 15 日 副部長等政策調整会議 

○第６次八潮市行政改革大綱・実施計画策

定方針の検討

○第５次八潮市行政改革大綱・実施計画の

検証について

○各部・個人へ新たな取組内容の提案を依

頼

令和２年９月 25 日 副部長等政策調整会議 

○第６次八潮市行政改革大綱（案）の検討

○第５次八潮市行政改革大綱・実施計画の

検証結果とりまとめ報告

○新規提案とりまとめ結果報告

○検証結果・新規提案から６次行革の取組

内容を選定依頼

令和２年 10 月１日 庁議 ○第６次八潮市行政改革大綱の決定

令和２年 10 月 14 日 副部長等政策調整会議 ○取組内容の選定結果報告

令和２年 11 月 11 日 副部長等政策調整会議 
○取組内容におけるスケジュール等の作成

依頼

令和２年 12 月 22 日 副部長等政策調整会議 

○第６次八潮市行政改革大綱・実施計画の

素案作成

○パブリックコメントの実施について

令和２年 12 月 24 日 経営戦略会議 

○第６次八潮市行政改革大綱・実施計画

（案）について報告

○パブリックコメントの実施について

令和２年 12 月 25 日 

～令和３年 1月 25 日 

パブリックコメントの

実施 
○パブリックコメントの実施

令和３年２月 10 日 副部長等政策調整会議 ○最終案の検討

令和３年２月 18 日 経営戦略会議 ○最終案の検討

令和３年３月２日 庁議 
○第６次八潮市行政改革大綱・実施計画を

付議
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【参考資料】 

第６次八潮市行政改革大綱・実施計画策定の検討体制 

庁議・経営戦略会議 

【構成員】 

市長・副市長・教育長 

部長級職員 

・第６次八潮市行政改革大綱・実

施計画の策定及び決定

副部長等政策調整会議 

【構成員】 

副部長級等職員 

・第６次八潮市行政改革大綱・実

施計画の素案作成

【事務局】 

企画経営課 

・第６次八潮市行政改革大綱・実

施計画の策定に必要な検証結果

や取組提案等のとりまとめ

【取組内容の検討】 

各部・職員個人 

・第６次八潮市行政改革大綱・実

施計画の策定に必要な検証、調

査及び検討

パブリックコメント 

意見募集 

意見提案 

取組提案 

提案募集 
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